
（令和７年度当初予算）

（歳入） 　地方消費税交付金（社会保障財源化分）

（歳出） 　地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

【地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費】

国（県）
支出金

村債 その他

地方消費税
交付金

（社会保障
財源化分）

その他

社 会 福 祉 事 業 100,066 14,973 1 11,154 73,938

障 害 者 福 祉 事 業 65,306 45,729 2,566 17,011

高 齢 者 福 祉 事 業 65,748 9,272 19,842 4,802 31,832

児 童 福 祉 事 業 78,550 67,737 1,417 9,396

小　　計 309,670 137,711 19,843 19,940 132,176

国 民 健 康 保 険 事 業 18,965 11,563 970 6,432

介 護 保 険 事 業 42,805 591 5,534 36,680

後期高齢者医療事業 48,185 7,959 5,273 34,953

小　　計 109,955 20,113 11,777 78,065

疾 病 予 防 対 策 事 業 100,959 5,390 1,200 7,226 11,423 75,720

診 療 所 事 業 26,683 1,855 3,255 21,573

小　　計 127,642 7,245 1,200 7,226 14,677 97,294

547,267 165,069 1,200 27,069 46,394 307,535

社会
保険

保健
衛生

合　　計

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

社会
福祉

46,394千円

547,267千円

（単位 ： 千円）

 平成26年４月１日より消費税（国・地方）が５％から８％へ、令和元年10月1日より８％から10％へ引き上げられたこ
とに伴い、地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てるも
のとされています。
　令和７年度大潟村一般会計当初予算における社会保障施策経費への充当状況については、下記のとおりです。

経　費

特　定　財　源 一　般　財　源

財　源　内　訳

事　業　名
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